

























































に委ねられた。すなわち、第 1段階として、2004 年 3 月 31 日から 2005 年 3 月 30 日まで
に終了する事業年度に係る財務諸表および連結財務諸表から適用することが特認され、第 2
段階として、2004年4月1日以降開始する事業年度から適用することが容認された。そして、








（2）　 早期適用企業群：2005 年 3 月 31 日から 2006 年 3 月 30 日までの決算で適用した企
業 356 社（以下、早期群と略記する）








































企業数 179 347 1,559 2 33 165 174 338 1,540
平均値 7,774 4,746 1,205 1,022 659 92 -7,781 -4,143 -1,147
調整平均 3,039 2,291 430 1,022 431 80 -3,033 -2,185 -417
標準偏差 30,078 14,535 4,677 1,620 1,549 695 30,148 10,533 4,425
最小値 0 0 0 -124 1 -7,579 -325,579 -75,383 -64,296
第 1四分位 234 78 0 449 60 4 -3,350 -2,679 -527
中央値 872 680 77 1,022 125 37 -865 -677 -71
第 3四分位 3,321 2,832 559 1,594 548 106 -230 -75 0

























（2004 年 3月 31 日から 2005 年 3月 30 日までの決算日の財務諸表より）
（金額単位：百万円）
固定資産合計 資産合計 売上高・営業収益 経常利益
早々期適用 早期適用 強制適用 早々期適用 早期適用 強制適用 早々期適用 早期適用 強制適用 早々期適用 早期適用 強制適用
企業数 191 356 1,570 191 356 1,570 191 356 1,570 191 356 1,570
平均値 285,450 351,971 98,484 513,644 590,277 187,980 450,880 495,204 166,341 24,149 23,208 8,711
調整平均 139,732 166,710 40,885 293,396 311,051 87,935 287,273 239,166 83,446 13,980 11,768 3,730
標準偏差 1,038,901 1,088,277 489,884 1,378,059 1,694,890 759,527 949,273 1,641,009 618,426 62,187 101,122 56,416
最小値 1,109 741 104 4,229 3,252 855 1,445 2,960 594 -3,794 -92,046 -110,295
第 1四分位 15,611 15,894 8,874 42,141 33,963 21,821 46,653 32,166 20,745 1,630 1,264 575
中央値 40,496 45,917 20,087 106,098 87,726 45,671 117,962 90,816 44,655 5,724 3,695 1,789
第 3四分位 147,394 153,678 49,949 339,054 310,215 109,179 370,798 305,265 114,038 16,597 13,089 4,749















　2004 年 3 月 31 日に決算日を迎えた時点から 1年の間に全国証券取引所に上場していた
一般事業会社 2,117 社を対象に、減損会計の適用時期別に業種分類を当てはめたところ、図
表 3に示される分布状況になった。業種分類別に企業数をみると、サービス（222 社）、商
社（221 社）、電気機器（205 社）、機械（164 社）、化学（156 社）、建設（137 社）、小売業
（126 社）、食品（103 社）、非鉄・金属（94 社）の順になっている。これは、適用時期別に
みた業種の順番とかなり類似していることがわかる。
図表 3　適用時期と業種
業　種 早々期適用 早期適用 強制期適用
食品 13 6.80％ 14 3.90％ 76 4.80％
繊維 1 0.50％ 9 2.50％ 49 3.10％
パルプ・紙 0 0.00％ 3 0.80％ 17 1.10％
化学 13 6.80％ 26 7.30％ 117 7.50％
医薬品 2 1.00％ 2 0.60％ 31 2.00％
石油 3 1.60％ 4 1.10％ 3 0.20％
ゴム 0 0.00％ 3 0.80％ 16 1.00％
窯業 5 2.60％ 5 1.40％ 35 2.20％
鉄鋼 4 2.10％ 11 3.10％ 34 2.20％
非鉄・金属 6 3.10％ 21 5.90％ 67 4.30％
機械 13 6.80％ 18 5.10％ 133 8.50％
電気機器 14 7.30％ 33 9.30％ 158 10.10％
造船 0 0.00％ 0 0.00％ 6 0.40％
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自動車 4 2.10％ 11 3.10％ 49 3.10％
その他輸送用機器 2 1.00％ 1 0.30％ 8 0.50％
精密機器 3 1.60％ 4 1.10％ 33 2.10％
その他製造 2 1.00％ 12 3.40％ 59 3.80％
水産 0 0.00％ 2 0.60％ 3 0.20％
鉱業 1 0.50％ 3 0.80％ 4 0.30％
建設 18 9.40％ 26 7.30％ 93 5.90％
商社 20 10.50％ 26 7.30％ 175 11.10％
小売業 21 11.00％ 35 9.80％ 70 4.50％
その他金融 5 2.60％ 10 2.80％ 24 1.50％
不動産 9 4.70％ 9 2.50％ 34 2.20％
鉄道・バス 4 2.10％ 12 3.40％ 15 1.00％
陸運 0 0.00％ 5 1.40％ 21 1.30％
海運 0 0.00％ 5 1.40％ 11 0.70％
空運 0 0.00％ 0 0.00％ 5 0.30％
倉庫・運輸関連 3 1.60％ 4 1.10％ 28 1.80％
通信 0 0.00％ 2 0.60％ 15 1.00％
電力 2 1.00％ 9 2.50％ 0 0.00％
ガス 2 1.00％ 4 1.10％ 7 0.40％
サービス 21 11.00％ 27 7.60％ 174 11.10％
計 191社 100.00％ 356社 100.00％ 1,570社 100.00％
　早々期群 191 社についてみると、紙・パルプ、ゴム、造船、水産、陸運、海運、空運、
通信の 8業種に属する企業は存在しないが、他の 25 の業種に散らばっている。上位の業種
を多い順に並べると、小売業（21 社）、サービス（21 社）、商社（20 社）、建設（18 社）、
電気機器（14 社）、食品（13 社）、化学（13 社）、機械（13 社）、不動産（9社）、非鉄・金
属（6社）となり、非製造業が上位を占めていることがわかる。早期群 356 社について上位
の業種を多い順に並べると、小売業（35社）、電気機器（33社）、サービス（27社）、化学（26
社）、建設（24 社）、商社（24 社）、非鉄・金属（21 社）、機械（18 社）、食品（14 社）と
なり、製造業が上がってくるが、非製造業の上位に占める割合の高いことに変わりはない。
強制期群 1,570 社についてみると、商社（175 社）、サービス（174 社）、電気機器（158 社）、




































相関行列 早々期適用 早期適用 強制期適用
早々期適用 1.0000 0.8489 0.7853
早期適用 0.9005 1.0000 0.8139

















土地 建物・構築物 機械設備 運搬具 工具器具備品 リース資産
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合
企業数 1,093 社 810 社 303 社 9 社 159 社 117 社
平均値 2,294 0.606 1,477 0.213 640 0.066 130 0.001 310 0.015 570 0.019
調整平均 942 0.618 632 0.186 312 0.030 130 0.000 59 0.002 246 0.002
標準偏差 9,485 0.377 6,686 0.265 1,760 0.188 236 0.028 2,153 0.082 2,305 0.096
最小値 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
第 1四分位 79 0.238 46 0.000 20 0.000 0 0.000 3 0.000 23 0.000
中央値 311 0.703 201 0.103 93 0.000 10 0.000 19 0.000 105 0.000
第 3四分位 1,158 1.000 848 0.351 433 0.000 63 0.000 66 0.000 259 0.000
最大値 160,773 1.000 155,937 1.000 15,722 1.000 645 0.876 25,792 1.000 23,430 1.000
建設仮勘定 ソフトウエア 無形固定資産 投資不動産 その他
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合
企業数 25 社 32 社 168 社 18 社 436 社
平均値 1,627 0.004 297 0.006 530 0.027 921 0.007 641 0.034
調整平均 815 0.000 142 0.000 210 0.003 921 0.000 295 0.018
標準偏差 4,481 0.050 945 0.057 1,735 0.123 1,824 0.067 1,923 0.092
最小値 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
第 1四分位 42 0.000 4 0.000 7 0.000 45 0.000 12 0.000
中央値 189 0.000 60 0.000 58 0.000 210 0.000 62 0.000
第 3四分位 741 0.000 168 0.000 214 0.000 843 0.000 306 0.017































1 ダイエー 早々期 325,579 156,710 155,937 12,932
2 大京 早期 182,856 122,904 53,017 6,935
3 新日本石油 早期 171,482 160,773 6,369 4,334
4 東京急行電鉄 早々期 87,613 65,469 13,615 8,525
5 イオン 早期 83,335 14,137 46,870 8,449 7,137 6,740
6 川崎製鐵 早期 73,455 54,279 10,287 8,889
7 UFJ ニコス 早々期 66,188 61,084 4,580 78 443
8 西武鉄道 64,296 40,069 16,900 148 237 6,733 104 102
9 新日本製鐵 早々期 60,055 35,792 20,857 3,406
10 三井住友建設 早期 59,578 35,377 23,461 739
11 積水ハウス 早々期 59,469 39,771 18,661 749 286
12 大成建設 52,592 26,657 22,672 3,259
13 西友 49,289 16,198 27,654 1,233 995 3,208
14 ユニー 早期 48,962 10,055 26,839 12,068
15 武富士 47,525 34,394 6,356 1,147 230 5,397
16 東日本旅客鉄道 早期 46,355 40,764 5,324 264
17 中部電力 早期 45,625 31,714 3,151 6,878 3,880
18 三菱自動車工業 45,084 20,665 3,944 20,474
19 関西電力 早期 44,312 2,821 7,673 21,930 11,888
20 東急建設 早々期 43,899 40,493 2,949 65 389
21 TCプロパティーズ 早々期 43,899 40,493 2,949 65 389
22 長谷工コーポレーション 早期 40,815 29,252 9,246 1,372 946
23 東京ドーム 39,817 12,252 14,775 12,788
24 藤和不動産 早期 38,811 32,307 4,301 446 1,755
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25 名古屋鉄道 早期 38,660 9,087 15,550 624 2,433 10,964
26 マツダ 36,650 4,089 2,687 3,986 25,792 96
27 ソフトバンク 36,478 113 1,098 23,430 2,867 3,151 5,812
28 三菱地所 35,321 24,618 5,374 5,329
29 三井不動産 早期 33,806 12,384 11,179 10,243
30 昭和シェル石油 早々期 33,728 27,592 6,133
31 太平洋セメント 33,435 24,093 6,005 1,007 2,320
32 コニカミノルタホールディングス 32,752 13,464 11,006 1,539 3,972 2,769
33 ヤマハ 早期 32,703 10,199 22,392 85 26
34 日産自動車 26,827 21,840 2,959 2,028
35 イトーヨーカ堂 早々期 26,514 13,420 11,957 1,137
36 エス・バイ・エル 26,512 8,910 15,780 1,821
37 不二サッシ 25,263 20,921 1,236 2,198 810 93
38 住友不動産 25,244 25,244
39 東洋製罐 24,789 3,085 6,957 13,600 1,145
40 KDDI 早期 23,448 945 15,722 6,780
41 近畿日本鉄道 22,225 6,022 14,723 648 831
42 サンリオ 早期 21,936 783 19,273 1,103 189 364 215
43 セイノーホールディングス 21,924 19,653 2,016 255
44 住友電気工業 早期 21,745 1,894 11,467 4,761 2,954 669
45 南海電気鉄道 21,094 14,051 5,406 25 1,451 131 28
46 新潟交通 早期 21,041 20,814 183 45
47 日本郵船 早期 20,606 8,593 3,200 6,094 2,714
48 全日本空輸 20,451 8,240 11,386 19 806
49 マルエツ 早々期 19,060 6,996 7,613 981 3,469
50 日本航空 18,705 6,274 10,361 2,069
5.　早々期適用の時点における企業群の財務指標































2004 年 3 月期に適用した企業について、2003 年 9 月と 2004 年 9 月における中間決算の財
務データに基づく財務指標を比較することによって、財務体質がどのように変化したかを明
らかにすることにしよう（6）。
　ここでの改善度は、2004 年の値から 2003 年の値を引いた値の大きさによって示される
ものとする。高い値が望ましい指標については、正の値が改善を意味し、低い方が望ましい
指標については、その逆に、負の値が改善を示している。減損会計の適用いかんに関わらず、















早々期適用企業の中で 2004 年 9 月中間決算において最終損益に赤字を計上している企業が
13 社と激減している事実は、注目に値する。この数は、118 社に対して 11％にあたり、減
損損失を計上した 2004 年 3 月期の割合よりもかなり少なくなっている。全体では 329 社が
2004 年 9 月中間決算において最終損益に赤字を計上しており、その割合が 16.9％と 2004
年 3 月期よりも増えていることと対照的なのである。
　一対の標本による平均の t- 検定を早々期適用企業の 2003 年 9 月と 2004 年 9 月の財務指
標に対して実施して、減損会計の適用後に財務指標が改善されたか否かを検証すると、分析
の対象としたすべての財務指標において、2004 年 9 月の値が望ましい改善を示している。
2003 年 9 月の値との間には 1％以下の有意水準で差があることが示されている。これまで
の検定において有意な差が現れることのなかった使用総資本回転率においてさえ、0.01％の


































企業数 191 1913 191 1913 188 1902
平均値 0.010 0.022 0.0169 ** 0.001 0.026 0.0128 ** 0.732 0.740 0.2670
調整平均 0.018 0.023 0.018 0.026 0.745 0.754
標準偏差 0.079 0.060 0.157 0.061 0.177 0.156
最小値 -0.483 -1.151 -1.747 -0.861 0.132 0.045
第 1四分位 0.005 0.009 0.005 0.009 0.689 0.678
中央値 0.020 0.020 0.6518 0.018 0.020 0.0946 * 0.771 0.774 0.8672
第 3四分位 0.042 0.037 0.039 0.041 0.852 0.846

















企業数 189 1907 191 1913 189 1913
平均値 0.223 0.207 0.1260 1.767 1.736 0.4073 0.434 0.429 0.3769
調整平均 0.203 0.193 1.535 1.564 0.431 0.426
標準偏差 0.180 0.143 1.763 1.627 0.211 0.211
最小値 0.019 0.009 0.363 0.145 0.001 0.001
第 1四分位 0.104 0.108 0.933 1.001 0.264 0.267
中央値 0.168 0.177 0.9731 1.321 1.361 0.6476 0.417 0.411 0.7420
第 3四分位 0.266 0.260 2.036 1.983 0.596 0.579

















企業数 191 1913 191 1913 191 1913
平均値 1.197 1.083 0.0092 *** 3.224 3.398 0.3139 231.327 295.075 0.1276
調整平均 1.159 1.028 2.953 2.502 184.102 197.171
標準偏差 0.635 0.613 2.686 13.174 378.120 2137.035
最小値 0.072 0.003 0.261 0.011 27.796 23.569
第 1四分位 0.759 0.719 1.544 1.382 114.866 132.822
中央値 1.071 0.958 0.0107 ** 2.301 2.088 0.0170 ** 163.762 190.346 0.0175 **
第 3四分位 1.557 1.304 3.612 3.217 243.284 252.943











































































1.000 0.152 0.156 -0.029 0.028 -0.031 -0.132
売上高原価率
（％P）改善度
0.152 1.000 0.013 0.012 0.032 -0.111 -0.114
売上高販管費率
（％P）改善度
0.156 0.013 1.000 -0.028 0.283 0.074 -0.032
固定資産回転率
（回）改善度
-0.029 0.012 -0.028 1.000 -0.015 0.028 -0.015
流動資産回転日
数（日）改善度
0.028 0.032 0.283 -0.015 1.000 0.099 0.022
流動比率（比）改
善度
-0.031 -0.111 0.074 0.028 0.099 1.000 0.189
株主資本比率
（％P）改善度




















変　　数 予測符号 係数 標準誤差 t 値 P値 判定 VIF
定数項 0.011 0.001 8.059 0.000 ***
使用総資本利益率（％）早々期 ＋ 0.317 0.018 17.970 0.000 *** 1.067
売上高原価率（％P）改善度 － -0.355 0.027 -13.195 0.000 *** 1.044
売上高販管費率（％P）改善度 － -0.327 0.030 -10.898 0.000 *** 1.119
固定資産回転率（回）改善度 ＋ 0.000 0.000 -1.550 0.121 1.004
流動資産回転日数（日）改善度 ＋ 0.000 0.000 -0.108 0.914 1.097
流動比率（比）改善度 ＋ 0.000 0.002 0.287 0.774 1.062
株主資本比率（％P）改善度 ± 0.057 0.010 5.799 0.000 *** 1.069
早々期ダミー ＋ 0.018 0.004 4.241 0.000 *** 1.026
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